
R2国調 R2国調世帯数

H27国調

増 減 率 H27国調世帯数

決算額 構成比 構成比

15,192,185 34.3 57.2
337,742 0.8 1.3

6,422 0.0 0.0
92,341 0.2 0.4
71,840 0.2 0.3

0 0.0 0.0
2,576,690 5.8 10.2

20,253 0.0 0.1 （単位：千円・％）
0 0.0 0.0

869 0.0 0.0
57,391 0.1 0.2

149,321 0.3 0.6 財 調

151,906 0.3 0.6 減 債

7,636,573 17.2 28.5 特 定 目 的

うち普通交付税 7,219,816 16.3 28.5 合 計

うち特別交付税 416,692 0.9 0.0
うち震災復興特別交付税 65 0.0 0.0

26,293,533 59.3 99.4
13,136 0.0 0.1
92,172 0.2 0.0

492,025 1.1 0.4
78,522 0.2 0.0

8,467,350 19.1 0.0
0 0.0 0.0

2,820,336 6.4 0.0 現

130,592 0.3 0.0
133,748 0.3 0.0 年

735,871 1.7 0.0
2,606,111 5.9 0.0 計

816,428 1.8 0.1
1,637,304 3.7 0.0

564,004 1.3 0.0
0 0.0 0.0

44,317,128 100.0 100.0
（単位：千円・％） 目　的　別　歳　出　の　状　況 （単位：千円・％）

決算額 構成比

6,102,849 14.6
う ち 職 員 給 3,845,770 9.2

10,654,883 25.5
4,809,431 11.5

内 元 利 償 還 金 4,809,431 11.5
訳 一 時 借 入 金 利 子 0 0.0

21,567,163 51.7
7,401,627 17.7

569,523 1.4
5,377,375 12.9
2,071,565 5.0
3,628,872 8.7

588,205 1.4
57,860 0.1

0 0.0
2,520,818 6.0

う ち 人 件 費 111,255 0.3 千円

普 通 建 設 事 業 費 2,520,818 6.0
うち　補　　　　助 671,702 1.6 ％

うち  単　　　　独 1,810,768 4.3 ％ 住宅用地造成 被保険者１人当たり

災 害 復 旧 事 業 費 0 0.0 下水道

失 業 対 策 事 業 費 0 0.0 病院

千円 その他

41,711,443 100.0
一　般　職　員　等（R4.4.1現在）

職員数
（人） （百円） 総　　　務

区分 令和４年度 605 　　退職手当支給事務 ○
44,317,128 4 　　事務機械共同施設 ○
41,711,443 12 　　そ　の　他 ○
2,605,685 0

251,286 0 民　　　生
2,354,399 617 　　老人福祉施設
-126,125 　　そ　の　他
305,091 特　別　職　等（R4.4.1現在）

0 衛　　　生
0 　　伝　染　病

178,966 　　じんかい処理 ○
1 H29 4 1 　　し 尿 処 理
1 H29 4 1 　　火　葬　場 ○
1 H29 4 1 　　そ　の　他
1 H29 4 1 ○

　　　　　　特定農山村 1 H29 4 1 土　　　木
24 H29 4 1 　　そ　の　他

（注）１．普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。
　　　２．産業構造の比率は分母を就業人口総数とし、分類不能の産業を除いて算出している。
　　　３．人口については、調査年度の1月1日現在の住民基本台帳人口に基づいている。
　　　４． 面積については、調査対象年度の10月1日現在の市区町村、都道府県、全国の状況をとりまとめた「全国都道府県市区町村別面積調」（国土地理院）による。

　　　　　　首　　　都 議 会 議 長 4,500 　　交通災害共済事業

議 会 副 議 長 4,000 　　農業共済事業

実 質 単 年 度 収 支 1,093,840 ○ 　　収 益 事 業
指定団体等の指定状況 市 町 村 長 9,370 ○ 　　国民健康保険事業

　　　　　　山村振興 副 市 町 村 長 7,910 ○ 　　後期高齢者医療
　　　　　　過　　　疎 教 育 長 7,250 　　介護保険事業

　　　　　　財源超過 議 会 議 員 3,770

積 立 金 取 崩 し 額 0 (報酬)月額(百円) 事業会計
繰 上 償 還 金 0

区　　　分 定数 適用開始年月日
１人当たり平均給料

　　そ　の　他
単 年 度 収 支 637,660
積 立 金 456,180 そ  の  他

実 質 収 支 2,480,524 合 計 1,964,731 3,184

翌年度に繰越すべき財源 125,587 臨 時 職 員 0 0 教　　　育
歳 入 歳 出 差 引 2,606,111 消 防 職 員 0 0

　　消防災害補償
歳 出 総 額 44,797,871 教 育 公 務 員 48,696 4,058 ○ 　　そ　の　他
歳 入 総 額 47,403,982 うち技能労務員 14,240 3,560

消　　　防
令和３年度 一 般 職 員 1,916,035 3,167 ○ 　　常 備 消 防

収 支 状 況
一部事務組合の加入の状況

（単位：千円）
区　　　分

給料月額 １人当たり平均

給料月額（百円）

0
31,575,596 30,574 保 険 給 付 費 344

歳 出 合 計 29,002,361 合 計 4,654,532

295,978
111,255 24,292,740 再 差 引 収 支

0 （臨財債・減収補てん債除く） 1,081,086 保険税 (料 )収入額 92

内
　
　
訳

885,927 経常収支比率 後期高齢者医療 1,347,428 加 入 世 帯 数

57,335 93.9 介護保険 1,430,472
会
計
の
状
況

実 質 収 支

0 歳入一般財源等 0 国 庫 支 出 金

251,006
15,719

100.0 2,520,818 29,002,361
投 資 的 経 費 885,927 経常経費充当一般財源等計 公

営
事
業
等
へ
の
繰
出

国民健康保険 755,986
国
民
健
康
保
険
事
業

前 年 度 繰 上 充 用 金 0 0 0.0 歳 出 合 計 41,711,443

被 保 険 者 数 24,107
811,344 96.0 8,986

投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金 2,260 2,260 0.0 前年度繰上充用金 0 0.0 0 0
積 立 金 409,837 0 0.0 諸 支 出 金 0 0.0 0 0

0.0 0 0
繰 出 金 3,039,155 2,772,877 10.7 公 債 費 4,809,445 11.5

うち一部事務組合負担金 2,071,565 1,874,072 7.2 災 害 復 旧 費 0
0 4,782,495

補 助 費 等 4,912,324 2,928,740 11.3 教 育 費 4,224,973 10.1 377,249 3,223,296

1,412,925 2,706,511
維 持 補 修 費 544,799 478,724 1.9 消 防 費 1,909,236 4.6 247,138 1,656,185
物 件 費 5,448,907 4,861,011 18.8 土 木 費 3,520,648 8.4

（義務的経費計） 13,759,152 13,249,128 51.2 商 工 費 795,458
0 0 0.0 農 林 水 産 業 費 583,476 1.4 182,069 350,545

1.9 4,327 632,408

2,691,428
4,782,481 4,782,481 18.5 労 働 費 94,193 0.2 0 53,051

4,068,332
扶 助 費 3,362,457 2,906,705 11.2 民 生 費 16,880,958 40.5 63,826 8,562,564

3,564,719 － － 総 務 費 4,904,485 11.8 211,563

公 債 費 4,782,481 4,782,481 18.5 衛 生 費 3,713,025 8.9 21,721

人 件 費 5,614,214 5,559,942 21.5 議 会 費 275,546 0.7 0 275,546

性　質　別　歳　出　の　状　況
区          分 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率 区          分

うち減収補てん債特例分 0
歳 入 合 計 25,294,050

うち臨時財政対策債 0

決算額A 構成比 Aのうち普通建設事業費 Aの充当一般財源等

純 固 定 資 産 税 99.1
地 方 債 0
諸 収 入 28,825 合 計 15,192,185 100.0 132,314

合 計 98.9
繰 越 金 0 市 町 村 民 税 98.7
繰 入 金 0 水 利 地 益 税 等 0 0.0 0

合 計 99.5
市 町 村 民 税 99.4

寄 附 金 0 法 定 外 目 的 税 0 0.0 0 純 固 定 資 産 税 99.5
財 産 収 入 12,494 都 市 計 画 税 728,462 4.8 0

収 益 事 業 収 入 60,000
国 有 提 供 交 付 金 0

内
　
　
訳

入 湯 税 0 0.0 0 土 地 開 発 基 金 現 在 高

国 庫 支 出 金 0 目 的 税 728,462 4.8 0
0

県 支 出 金 0 事 業 所 税 0 0.0 0 徴

収

率

実 質 的 な も の 0
手 数 料 2 旧 法 に よ る 税 0 0.0 0 合 計 3,679,500
使 用 料 91,279 法 定 外 普 通 税 0 0.0 0

保 証 ・ 補 償 1,252,448
分 担 金 ・ 負 担 金 0 （法定普通税計） 14,463,723 95.2 132,314 そ の 他 1,839,762

(

支

出

予

定

額

)

債

務

負

担

行

為

額

物 件 等 購 入 587,290
交通安全対策特別交付金 13,136 特 別 土 地 保 有 税 0 0.0 0

（一般財源計） 25,148,314 鉱 産 税 0 0.0 0

4,619,068
0 市 町 村 た ば こ 税 586,919 3.9 0 うち財政融資・旧郵政公社資金 1,526,050
0 軽 自 動 車 税 288,609 1.9 0 地 方 債 現 在 高

7,219,816 うち純固定資産税 6,085,953 40.1 0 10,211,133
7,219,816 固 定 資 産 税 6,106,519 40.2 0 6,015,860

積 立 金
現 在 高

3,404,532
6.1

地 方 特 例 交 付 金 等 151,906 法 人 税 割 512,627 3.4 132,314 790,741
地 方 交 付 税

法 人 事 業 税 交 付 金 149,321 法 人 均 等 割 253,212 1.7 0

実 質 赤 字 比 率 -
軽油・自動車取得税交付金 869 市

町
村

民
税

個 人 均 等 割 219,046 1.4 0 連 結 実 質 赤 字 比 率

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金 0 区          分 徴収済額 構成比 超過課税分

-
自 動 車 税 環 境 性 能 割 交 付 金 57,391 所 得 割 6,496,791 42.8 0 将 来 負 担 比 率

公 債 費 負 担 比 率 15.1
ゴルフ場利用税交付金 20,253 市　町　村　税　の　状　況 実 質 公 債 費 比 率 4.2

地 方 消 費 税 交 付 金 2,576,690

実 質 収 支 比 率 9.3
分 離 課 税 所 得 割 交 付 金 0 73.5％ 71.6％ 経 常 一 般 財 源 等 比 率 100.4

株式等譲渡所得割交付金 71,840 第３次 39,758人 39,018人

標 準 財 政 規 模 25,195,098
配 当 割 交 付 金 92,341 23.7％ 25.1％ 財政力指数(３か年平均) 0.67
利 子 割 交 付 金 6,422 第２次 12,811人 13,678人 86,048人

基 準 財 政 需 要 額 21,047,215
地 方 譲 与 税 337,742 2.8％ 3.3％ H27国調 標 準 税 収 入 額 17,411,278
地 方 税 14,463,723 第１次 1,527人 1,776人 88,704人

歳　入　の　状　況 （単位：千円・％） 産　業　構　造 人口集中地区人口 区          分 （単位：千円・％）

区          分 経常一般財源等 区   分 R2国調 H27国調 R2国調 基 準 財 政 収 入 額 13,819,445

市町村名 鴻巣市 -1.1％ R4.1.1 117,660人
市町村類型 Ⅲ－３ うち日本人 (115,837人)

世
帯
数

面積（ｋ㎡）

市町村番号 15

うち日本人 (-0.0％)

118,072人 うち日本人 (115,794人) 47,499世帯 67.44
人口密度（人/ｋ㎡）

15 鴻巣市

令和４年度決算状況
地方公共団体コード 112178

人
口

116,828人

住
民
基
本

台
帳
人
口

R5.1.1 117,798人

45,043世帯 1,732

市町村別個表（決算カード）
地方
交付税
種地 Ⅰ－４ 増減率 0.1％


